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※本ニュースレターは、デロイト中国が発行したニュースレターの再掲です。 
日本語訳と原文（中文）に差異が生じた場合には、原文が優先されます。 

香港・マカオ・台湾居住者の中国本土社会保険の加入に関する規定の公布 

2019 年 11 月 29 日、中華人民共和国人力資源社会保障部と国家医療保障局は「香港・マカオ・台湾居住者の内地

（中国本土）の社会保険の加入に関する暫定弁法」（人力資源社会保障部・国家医療保障局令第 41 号：以下「41 号

令」1）を公布し、香港・マカオ・台湾居住者に関する内地（中国本土）の社会保険の加入及び社会保険待遇の享受な

どの事項について詳しく規定した。41 号令の規定により、内地（中国本土）の雇用主に雇用される香港・マカオ・台湾

居住者は、法に従い内地（中国本土）社会保険に加入する必要がある。また、相応の社会保険料を雇用主及び本人

より納付することとなる。ただし、既に香港・マカオ・台湾の社会保険に加入しており、かつその保険への加入を継続

している者は、内地（中国本土）の基本養老保険・失業保険へ加入する必要はないものとされた。内地（中国本土）で

就業・居住し、かつ所定の状況に当てはまらない香港・マカオ・台湾居住者は、原則として、内地（中国本土）の社会

保険の加入を任意に選択することができる。なお、41 号令は 2020 年 1 月 1 日から施行される。 

1. 41 号令の要点 

(1) 社会保険加入の適用範囲 

41 号令の加入規定は、以下の香港・マカオ・台湾居住者に適用される。 

一般従業員 内地（中国本土）で法に基づき登録又は登記された雇用主によって採用・募集された香港・マカ

オ・台湾居住者 

個人事業者 内地（中国本土）で法に基づき個人工商業経営に従事する香港・マカオ・台湾居住者 

非正規雇用者 内地（中国本土）で非正規雇用で就業し、香港・マカオ・台湾居住者居住証を取得している香港・

マカオ・台湾居住者 

未就業者 内地（中国本土）に居住し、香港・マカオ・台湾居住者居住証を取得している未就業の香港・マカ

オ・台湾居住者 

大学生 内地（中国本土）に在学している香港・マカオ・台湾の大学生 

その内、一般従業員は法に基づいた保険への加入、雇用主と本人により規定に従い社会保険料の納付を行う必要

がある。個人事業者、非正規雇用者及び未就業者は、登録地（居住地）の関連規定に従い、保険の加入を任意に選

択することができる。加入の対象となる保険の種類は、上述した香港・マカオ・台湾居住者の類型によって異なる。  

                                                           

1 国家医療保障局令第 41 号（中華人民共和国人力資源社会保障部ウェブサイト（中国語） 

https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/cn/Documents/tax/ta-2019/deloitte-cn-tax-tap3062019-zh-191209.pdf
http://www.mohrss.gov.cn/gkml/zcfg/bmgz/201911/t20191130_344467.html
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「〇」加入対象、「－」非加入対象 

 一般従業員 個人事業者 非正規雇用者 未就業者 大学生 

従業員基本養老保険 〇* 〇 〇 － － 

従業員基本医療保険 〇 〇 〇 － － 

労災保険 〇 － － － － 

失業保険 〇* － － － － 

出産保険 〇 － － － － 

都市・農村住民基本養老保険 － － － 〇 － 

都市・農村住民基本医療保険 － － － 〇 〇 

* 既に香港・マカオ・台湾の社会保険に加入しており、かつその保険への加入を継続している者が、権限を有する機関より発行され

た証明書を取得した場合には、内地（中国本土）の基本養老保険と失業保険に加入する必要はない。 

(2) 保険加入地 

41 号令の規定により、香港・マカオ・台湾居住者は、以下の規定された場所で保険に加入しなければならない。 

 一般従業員 個人事業者 非正規雇用者 未就業者 大学生 

保険加入地 勤務地 登録地 居住地 教育機関所在地 

その内、従業員基本養老保険に加入している人員が保険加入地と異なる省で就業する場合には、基本養老保険の

加入関係について就業先の省へ異動する必要がある。 

(3) 社会保険加入手続 

香港・マカオ・台湾居住者が社会保険加入のために各種の手続を行う場合、内地（中国本土）の居住者と同様の手続

を行う。保険加入後、香港・マカオ・台湾居住者は、社会保障番号と社会保障カードの発行を受ける。 

41 号令では、香港・マカオ・台湾居住者による社会保険登記に必要な基本資料が列挙されている。 

 一般従業員 個人事業者 非正規雇用者 未就業者 

必要資料 

 香港・マカオ・台湾居住者身分

証明書 
 労働契約書/雇用契約書 

現地の関連規定に従う 
香港・マカオ・台湾居住者

居住証 

(4) 加入待遇 

社会保険に加入している香港・マカオ・台湾居住者は、法に基づき社会保険待遇を享受する。 

1) 養老保険待遇 
従業員基本養老保険 
香港・マカオ・台湾居住者が、法定の定年の年齢に達した場合において、その保険料累計納付年数が 15 年を満了し

たときは、養老保険の待遇を享受することができる（養老金を受給する）。 

保険料累計納付年数が 15 年未満の場合には、15 年を満了するまで引き続き納付することができる。 

2011 年 7 月 1 日以前に保険に加入し、定年後、引き続き保険料を 5 年間納付してもなお、保険料累計納付年数が

15 年に満たない場合には、15 年満了までの保険料を一括納付することができる。 

例： 
ある香港居住者が 2011 年 2 月から内地の従業員基本養老保険料の納付を開始し、2020 年 1 月に定年に達し

た。その間に 9 年間分の基本養老保険料が納付された。当該香港居住者は、定年後から 2025 年 1 月までの 5
年間（納付累計年数：14 年間）に、引き続き保険料を納付することができる。また、2025 年 1 月にさらに 1 年分の

保険料を一括納付した場合、養老保険の待遇を享受することができる。 
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都市・農村住民基本養老保険 
都市・農村住民基本養老保険に加入している香港・マカオ・台湾居住者が、養老金受給年齢に達した際に、その保険

料累計納付年数が 15 年未満の場合には、関連規定に従った継続納付、又は不足分の一括納付のいずれかを選択

することができる。 

2) 医療保険待遇 
従業員基本医療保険 
 香港・マカオ・台湾居住者が法定の定年の年齢に達した際に、その保険料累計納付年数が国の定めた年数に達

している場合には、基本医療保険の待遇を享受できる 
 国の定めた年数に達していない場合には、規定年数満了まで引き続き納付することができる 
 納付年数は、各地の規定に準拠して実施される（例：北京の納付年数／男性 25 年・女性 20 年） 

都市・農村住民基本医療保険 
都市・農村住民基本医療保険に加入している香港・マカオ・台湾居住者は、現地の都市・農村住民と同様の基本医

療保険の待遇を享受できる。 

41 号令の規定より、基本医療保険に加入している香港・マカオ・台湾居住者が、内地（中国本土）以外で診療を受け

る際に発生した医療費用は、基本医療保険基金の支給範囲に組み入れられない。 

3) 保険料納付地と異なる省で就業する場合の養老保険加入の異動 
従業員基本養老保険に加入している香港・マカオ・台湾居住者が保険料納付地と異なる省で就業する場合には、原

則として基本養老保険の加入について、就業先の省に異動すべきである。ただし、既に養老保険の待遇を享受して

いる場合には、養老保険の加入の異動は行わないように規定されている。また、内地（中国本土）居住者とは異なり、

香港・マカオ・台湾居住者は、新規保険加入地における臨時の基本養老保険納付口座を開設する規定は適用されな

い。 

保険料納付地と異なる省で就業する香港・マカオ・台湾居住者が養老保険料の受給条件を満たした場合には、以下

の規則に従って待遇享受の手続を行う。 

 待遇享受条件を満たした時点において、その時の保険加入地での保険料累計納付年数が 10 年を満了している

場合には、その時の保険加入地で、待遇享受の手続を行う 
 待遇享受条件を満たした時点において、その時の保険加入地での保険料累計納付年数が 10 年未満である場合

には、前の「保険料累計納付年数が 10 年を満了した」保険加入地に異動する手続を行った上で、前の保険加入

地で待遇享受の手続を行う 
 いずれの保険加入地においても累計納付年数が 10 年未満である場合には、累計納付年数が最も長い保険加

入地で待遇享受の手続を行う 
 累計納付年数が最も長い保険加入地が複数存在する場合、最後の保険加入地で待遇享受の手続を行う 

香港・マカオ・台湾居住者が法定の定年の年齢に達した場合において、保険料累計納付年数が 15 年未満であるた

め引き続き保険料を納付することとなったときは、上述の手順に従って、保険料の納付地を確定すべきである。 

4) 内地（中国本土）を離れた場合の養老保険口座の取扱い 
香港・マカオ・台湾居住者が、養老保険料の受給条件を満たす前に内地（中国本土）を離れた場合には、その社会保

険口座の取扱いについて、以下の中から選択することができる。 

 社会保険の個人口座を保留することができる。再び内地（中国本土）で就業・居住し、保険に加入した場合、以前

の累計納付年数は、引き続き有効となる 
 本人による書面申請を通じて社会保険の加入を終了させ、その社会保険個人口座の残高を一括で引き出すこと

ができる。再び内地（中国本土）で就業・居住し、保険に加入した場合、以前の累計納付年数はリセットされる 

香港・マカオ・台湾居住者の身分を取得した元内地（中国本土）居住者が内地（中国本土）を離れる際にも、上述の規

定に従って実施される。 

(5) 資格認証 

月ごとに基本養老保険料、労災保険料を受給する香港・マカオ・台湾居住者は、関連規定に従って当該待遇を享受

するための資格認証を行う必要がある。また、月ごとに基本養老保険料・労災保険料・失業保険料を受給する資格

が失効となった後、本人又は親族は、1 カ月以内に社会保険取扱機構に報告する必要がある。なお、自主的に報告

せず不当に享受した待遇は、直ちに社会保険取扱機構に返却しなければならない。 
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2. デロイトの考察とアドバイス 

中華人民共和国労働社会保障部は、2005 年に「台湾・香港・マカオ居住者の中国大陸における就業管理規定」（注：

2018 年 8 月に廃止済み）を公布し、「雇用主及び雇用された香港・マカオ・台湾居住者は、「社会保険料納付暫定施

行条例」の関連規定に基づき社会保険料を納付しなければならない」と規定した。しかし、実際の施行に当たっては、

各地でとの取扱いに差異が存在する状況が長く続いていた。その後、中華人民共和国人力資源・社会保障部は、

2011 年に「中国国内で就業する外国人の社会保険加入に係る暫定弁法」を公布したが、香港・マカオ・台湾居住者

の社会保険加入についての規定については、依然として明確ではなかった。そのような状況の中、今回の 41 号令で

は、香港・マカオ・台湾居住者による内地（中国本土）社会保険へ加入に関する政策が明確に定められた。それによ

り、内地（中国本土）の社会保障制度に関する管理の更なる強化と整備に寄与し、香港・マカオ・台湾居住者による内

地（中国本土）社会保険の加入と社会保険待遇の享受という合法的な権益が保障されるものと考えられる。 

特筆すべき点として、41 号令では、適格の香港・マカオ・台湾居住者に、社会保険加入地（内地又は香港・マカオ・台

湾）の選択権を与えており、香港・マカオ・台湾居住者の保険加入の需要を十分に考慮した規定であると同時に、企

業及び従業員の保険料の二重納付による経済的負担の軽減にも寄与するものであることが挙げられる。 

なお、2020 年 1 月 1 日における政策施行が差し迫る中、香港・マカオ・台湾従業員の社会保険加入の検討が未だ

行われていない企業も多く存在することが想定される。香港・マカオ・台湾の従業員を雇用している企業は、早期に以

下の準備を進めることが推奨される。 

 各地域における新政策の施行措置に対する適時の把握 

 所轄の社会保障/税務機関による香港・マカオ・台湾居住者の社会保険加入に関する最新の施行規定・措置

に留意する。早期に、各地域の具体的な施行要求と必要手続を把握し、効果的な準備体制を構築すること

で、業務遅延による香港・マカオ・台湾従業員の社会保険加入への影響を回避すること。その一例として、従

業員の賃金給与・福利費・社会保険個人口座の開設に関する情報の早期整理などが挙げられる 
 外国人や香港・マカオ・台湾居住者に対する社会保険加入関連の施行措置は、各地で差異が存在すること

を考慮し、企業は、引き続き各地の具体的な施行措置を把握する。その上で、規定の変更による申告コンプ

ライアンス上の影響に適時対応すること。その一例として、中国で就業する外国人や香港・マカオ・台湾居住

者に対して、社会保険の加入を強制しない地域が依然として存在するが、41 号令の公布後、実務上の取扱

いに変化が生じるか否か留意することが挙げられる 
 41 号令では、今後の更なる明確化が待たれる規定が存在する。したがって、企業は、各地域における具体

的な施行措置を把握することが推奨される。その一例として、台湾の従業員が社会保険に加入する場合、ま

ず居住証を取得する必要があるか否か確認することなどが挙げられる 

 社内アレンジの評価と調整 

 香港・マカオ・台湾従業員を対象とする社会保険は、任意加入から強制加入に変更される可能性が想定され

る。企業は、早期にコスト試算を行い、新政策による潜在的な財務上の影響を適時に評価すること 
 現地政府が、41 号令の関連規定を厳格に施行することで、香港・マカオ・台湾従業員に対して社会保険の

強制加入が要求される場合には、以下の措置を検討することが推奨される 
 関連従業員との適時かつ十分なコミュニケーションを行い、新政策及びその潜在的な影響（例：個人所得税

及び税引後収入の変化）について理解を深めること 
 新政策による従業員個人への影響を把握した上で、企業自身の状況を踏まえた調整を行うこと 
 香港・マカオ・台湾従業員個人の社会保険口座の開設を適時に完成し、規定どおりに香港・マカオ・台湾従

業員の社会保険料を納付すること 
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過去のニュースレター 

過去に発行されたニュースレターは、下記のウェブサイトをご覧ください。 
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